
暫定重点区域における福島県原子力災害広域避難計画の概要

この計画は、新たな原子力災害に備え、県が広域避難の基本的なフレーム（イメージ図は
２ページ参照）を定めるものであり、避難対象の市町村ごとに避難先市町村を定めるととも
に、基本的な避難ルート等を示しています。
今後、計画の具体化を進めるため、避難手段の確保や隣接県と県外の避難先市町村等の

調整などを行うとともに、病院などの避難計画の策定を促進してまいります。
また、避難対象の市町村は本計画を踏まえ、地区毎の住民の避難先施設などの避難計画

を定め、周知を図るものとしています。

１ 計画の根拠について＞県地域防災計画原子力災害対策編の規定

第２ 原子力災害事前対策 ９ 避難収容活動体制の整備
(5) 広域的な避難のための計画の作成
県〔県民安全総室〕は、市町村間を越えた広域避難を想定し、関係市町村の他の市町村（県外市
町村を含む）への避難について調整し、次の事項を内容とした広域避難計画を作成するものとする。
（次の事項：指定避難所の名称等、要請を行う市町村の措置、県の措置、要請を受けた市町村の措置、
避難者の輸送体制、市町村を越える広域的な避難経路等）

２ 避難対象区域と避難先のマッチングについて
（１）対象区域：地域防災計画に定める暫定重点区域１３市町村の全域。
（２）避 難 先：対象区域を除く４６市町村(市町村の指定避難所と県有施設)及び茨城県(*)。

(*)主な避難先は３ページ参照、茨城県は調整中。

３ 避難対象人口について
東日本大震災前の人口（平成２２年国勢調査結果：約５５０千人）とする。
なお、現在、全域避難している町村もあることから、現況人口（約４７４千人）につい

ても計画に記載するとともに、避難指示の状況や帰還に伴う人口動向を随時反映する。

避難元 避難先 隣接県・二次避難先

【県内】（４６市町村）
２６１，８００人 (隣接県の避難所）

【暫定重点区域】 （１６９，９００人）
（１３市町村）
５４９，９００人

（４７４，２００人） 【県外】（茨城県） (ホテル・旅館）
２８８，１００人

（３０４，３００人）

（ ）内は現況人口

４ 避難方法について
（１）避難手段

自力避難可能な住民は自家用車。また、バス、鉄道、防災関係機関が有する輸送車両
などあらゆる手段を活用。

（２）避難ルート
基本ルートを選定した。また高速道路を利活用する。避難時は事故状況、風向等を考

慮することを規定。

５ 各施設の避難体制について
学校、病院、社会福祉施設等の避難の流れについて規定。県は、ガイドラインの作成等

により、各施設の避難計画の策定を促進。

６ 災害規模等に応じた避難
複合災害などによりあらかじめ定めた避難所が使用できない場合を想定し、国等とも連

携を図り、茨城県以外の隣接県への避難体制の構築にも取り組む。

７ その他
避難の長期化等に備え、災害発生初期より旅館・ホテル等の二次避難所の調整を行うも

のとする。また、輸送車両等の確保・調整、スクリーニング体制の整備、訓練の実施など
の具体化を進めていく。
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（計画１．２（１））

・県の広域避難計画をもとに、迅速に安全な場所に避

難誘導するための具体的な避難計画を策定する。

学校等における避難計画

（計画３．６）

・各学校等は、地域の特性を考慮した避難計画

を作成する。

保護者への引き渡しルール

（計画３．６（２））

・各学校等は、保護者との間において、避難時に

おける保護者への引き渡しを行うための取り決

めを定める。

社会福祉施設、病院における避難計画等

（計画１．２（３）、計画３．７．３（２））

・各施設等は避難計画を作成する。

・県はガイドライン策定等により、計画作成を促

進する。

・入所者等の避難先等、施設毎の調整は、県を

はじめ関係機関の協力の下、施設等が行う。

ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ

スクリーニング体制

（計画３．４（３）、計画５．６）

・県は、避難ルート等に基づきスクリーニング場

所をあらかじめ設定する。

・県は、スクリーニングに要する人員や手順等の

検討を国及び関係自治体と連携して進める。

・県境を越える広域避難に備え、隣県との調整を

図る。

・今回策定した広域避難計画は「暫定重点区域における福島県原子力災害広域避難計画（以下「計画」という。）」とし、県は基本的なフレームを示すものとする。

・計画における避難対象区域は、暫定重点区域１３市町村の全域とし、避難元及び避難先自治体のマッチングについては、東日本大震災前の人口（平成２２年国勢調査結果に基づく人口）を基

本として設定するものとし、現況人口を反映した避難人数についても掲載のうえ随時見直ししていくものとした。

避難手段の確保・調整

（計画３．４（１）、計画５．１）

・国、県、関係市町村間で具体的な輸送調整の

あり方（派遣要請の手順、連絡調整窓口等）を協

議し、あらかじめ輸送手段等の体制を整備する。

今回策定する広域避難計画におい

て考え方を示し、今後、マニュアル

等を策定する内容

避難先自治体との連携強化（計画５．２）

・実効性のある広域避難が可能となるよう、関係

自治体間における協定等も検討する。

国による広域避難の支援体制の強化（計画５．３）

・県の対応能力を超える避難等に係る調整につ

いて国の仕組み構築を国に働きかけていく。

緊急時モニタリング体制の整備（計画５．４）

・迅速かつ確実に緊急時モニタリングを実施する

ため、県は緊急時モニタリング計画を策定する。

安定ヨウ素剤の服用（計画５．５）

・事前配布や緊急時配布について、迅速に配布

できる現実的な方法等について検討する。

交通規制及び立入制限実施体制の整備（計画５．７）

・避難時間推計結果等により、交通規制ポイントの整

理、立入制限措置の実施体制を検討する。

原子力防災資機材等の配備（計画５．８）

・県は、避難場所における原子力防災資機材等

の配備ついて、計画的に進めていく。

行政機能の移転（計画５．９）

・県及び関係市町村は、庁舎が避難対象区域に

含まれる等の場合に備え、あらかじめ移転体制

を検討する。

災害規模等に応じた避難計画（計画５．１０）

・複合災害等により、当初予定していた避難所が使

用できない場合も想定し、５県協定等に基づき、県

外への避難体制の構築にも取り組んでいく。

避難ルートの整備強化（計画５．１１）

・広域避難が円滑に実施できるよう、計画に定め

たルート等の整備や補強対策等を行う。

・交通事情の変化も踏まえ、必要に応じルートの

見直しを行う。

今後の検討課題

広域避難計画を踏まえた訓練の実施（計画５．１２）

・円滑かつ迅速な広域避難が可能となるよう本計

画に基づく住民避難訓練を実施する。

・訓練の成果については、関係者間で共有し、課題

等の検討を進め、広域避難体制の強化を図る。

広域避難計画に基づく行動マニュアル等の整備

（計画５．１３）

・本計画に定める応急対策を迅速かつ確実に行

うため、手順、連絡先等の行動マニュアル等を

整備する。

各市町村における広域避難計画

一

時

集

結

所

重点区域内 学校等

ＰＡＺ内 学校等

社会福祉施設

住宅等 避難所

社会福祉施設

病院

体育館

公民館・集

会所

避難元自治体と避難先自治体のマッ

チング

・避難先自治体は、暫定重点区域外

の自治体に設定。

・避難のための移動距離が極端に大

きくならないこと。

・避難先が複数の自治体となる場合

に、隣接する自治体とすること。

避難元自治体と避難先自治体のマッチング
広域避難における基本フレーム

避難元自治体

保護者

バス等による集団避難

病院

避難時間推計結果

・段階的避難の有効性

・交通量削減の効果

・ボトルネックの把握とその対策案

・風向き、道路インパクトによる避難

時間への影響

・高速道路を使用した避難の有効性

避難先自治体

県有施設の避難所運営

は県職員自らが主体的

に行う。

県有施設の避難所運営

県有施設

暫定重点区域における福島県原子力災害広域避難計画のイメージ図

バス等による集団避難

２
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福島県原子力災害広域避難計画における主な避難先と避難者数 
                                                           （見やすさを考慮し、主な避難先を表示している。） 

浜通り北部 

県北 

県中 

県南 

会津 

南会津 

（宮城県） 

（山形県） 

（新潟県） 

（栃木県） 

（茨城県） 

茨城県 

１F 30Km 

2F 30Km 

              （合計） 6,600人 
南相馬市 → 相馬市、新地町  6,600人  

              （合計） 78,400人 
南相馬市→ 福島市ほか       43,400人  
川俣町   → 伊達市ほか        15,600人  
浪江町     → 二本松市ほか    13,100人  
飯舘村     → 福島市                    6,300人 

                                     （合計） 94,700人 
いわき市 → 須賀川市ほか    22,600人 
田村市 → 郡山市ほか      15,600人 
川内村 → 郡山市                       2,900人  
南相馬市 → 須賀川市ほか   21,000人  
富岡町 → 郡山市                     16,100人  
浪江町 → 郡山市                       7,900人  
広野町 → 小野町ほか              5,500人  
双葉町 → 石川町                       3,100人  

                                         （合計） 44,900人 
いわき市 → 会津若松市ほか   24,000人 
 大熊町 → 会津若松市ほか      11,600人 
 葛尾村 → 会津坂下町ほか        1,600人 
 楢葉町 → 会津美里町ほか        7,700人  

                                   （合計） 8,100人 
いわき市 → 南会津町ほか  8,100人  

                            （合計） 29,100人 
田村市 → 白河市ほか 25,200人 
双葉町 → 矢吹町ほか   3,900人  

平成２２年国勢調査に基づく人口によるマッチング 

                      （合計） 288,100人  
いわき市 →  茨城県  288,100人  

【避難先】県内における避難先については、避難元市町村と避難先市町村とで調整済みである。 
【県外避難】隣接県への避難については、今後、隣接県と調整し、より広域的に避難先を確保する。 
【避難者数】平成22年国勢調査人口による関係市町村の避難対象者数は、最大約55万人にのぼ

る。 
【避難経路】避難する際に交差し渋滞しないよう、放射状に避難することを基本とし、避難時は事故

状況、風向き等を考慮することを規定。 
【避難手段】避難後の生活維持に必要なことから、自家用車を基本とした。 
【避難先施設】具体的な避難先施設については、今後、県と市町村の連携のもとに調整を図る。 

福島第一原子力発電所 

福島第二原子力発電所 

※現況人口に基づくマッチングも、本資料と同様の考え方に基づき行っている。 
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